
パソコン要約筆記「文字の都仙台」規約（案）
第一条（名称）
　本会の名称をパソコン要約筆記「文字の都仙台」とし、事務局を事務局長宅におく。
第二条（目的）
　本会は聴覚障害者の情報提供に寄与し、その福祉向上に努めることを目的とする。
第三条（運営）
　本会の運営は会員の自発的意志と合意を尊重して行う。
第四条（事業）
　本会は前条の目的達成のために、次の事業を行う。
　（１）情報保障派遣に関する事業
　（２）聴覚障害者団体などが行う事業に対する協力
　（３）会員並びに聴覚障害者との親睦・交流に関する事業
　（４）会員の教養研修に関する事業
　（５）聴覚障害者問題の社会的啓蒙、並びに本会活動の広報に関する事業
　（６）その他、本会の目的に必要な事業及び班活動に関すること。
第五条（会員）
　本会の会員は、本会の目的に賛同し、所定の方法で入会を申し込んだものとする。
第六条（休会）
　休会は原則として１年以内とする。
第七条（退会）
　（１）退会は所定の様式で申し出るものとする。
　（２）原則として、１年以上連絡のとれないものは退会とみなす。
　　　　但し再入会はこれを妨げない。
第八条（運営委員）
　本会の運営を円滑に行うために、次の運営委員を置く。
顧問　　　　　　　若干名
代表
１名
副代表
１名
事務局長
１名
会計
１名
庶　　務
若干名
監査
１名ないし２名
企画
１名

技術
１名

講座
１名

広報
１名
　なお、企画、技術、講座、広報については、運営委員自身のほか班の構成員を若干名置き、構成員とともにその任務を行う。
第九条（運営委員会）
（1） 本会の運営委員会は原則として前条に定めた運営委員で構成し、会の

運営にあたる。
　（２）運営委員会は代表が招集し、随時開くものとする。
第十条（運営委員の選出・任期）
　（１）運営委員は第十二条に定める総会において会員の中から選出する。
　（２）運営委員の任期は一年とするが、再任はこれを妨げない。
第十一条（運営委員の任務）
　（１）代表は、会を代表し会務を総括する。
　（２）副代表は代表を補佐し会務を遂行する。

（３）事務局は、事務局長、会計、講座、庶務で構成され、会の運営上必要な事務処理等を行う。
　（４）事務局長は、事務局の統括を行う。

　（５）会計は、会の金銭出納を司る。
　（６）企画は、会の例会の企画及び運営全般を担当する。

　（７）技術は、会の活動における技術的な事項を担当し、機材の管理を行う。

　（８）講座は、要約筆記奉仕員養成講座についての渉外および事務連絡を担当する。

　（９）広報は、会の広報全般を担当し、本会のホームページの運営・管理を行う。
　（10）庶務は、事務局長を補佐し、対外的な書類の作成・雑務を担当する。
　（11）運営委員の任務の詳細については、細則によるものとする。
第十二条（総会）
　（１）総会は本会の最高議決機関であり、原則として年一回定期に開催する。
　（２）前項の総会は役員会の承認を得て代表が招集するものとする。
　（３）総会は会員の２分の１以上の出席（委任状を含む）によって成立する。
　（４）審議事項は出席者の過半数の同意を以て決定し、可否同数の場合は、
　　　　議長の決するところによる。
　（５）総会は次の事項について審議等を行う。
　　　　１．当該年度の事業報告および決算報告。
　　　　２．次年度の事業計画および予算。
　　　　３．役員選出。
　　　　４．規約改正。
　　　　５．その他本会運営に関し必要な事項。
第十三条（会費）
　（１）本会の経費は会費その他の収入を得てこれに充てる。会費の額は総会で
　　　　決定する。
　（２）本会の会費は、原則として４月に納入する。
　　　　中途入会も同様に納入するものとする。
　（３）休会者も会費を納入するものとする。
第十四条（派遣）
　（１）情報保障等の派遣は、本会が主催団体、又は個人の依頼を受けて行うものとする。

　（２）情報保障等の派遣により生じた謝金については会で取りまとめ、会の内規（派遣費規定）に従い支払いを行う。
第十五条（守秘義務）
　情報保障活動者は知り得た情報を当事者の許可無く外部に漏らすことは厳禁とする。
第十六条（会計）
　（１）本会の年度は４月１日より翌日の３月３１日までとする。
　（２）本会の会員より監査1名ないし２名を選出し、毎年度の決算にあたって総会前に監査を行うものとする。
第十七条（細則の制定）
　上記各項について、運営上必要が生じた場合総会を以て細則を制定する。
付則（１）この会則は2002年4月1日より適用する。 
　　（２）運営委員および運営委員会の設置により、2003年4月１日付けで第八条から

　　　　　第十一条までの改訂を行う。

（３）例会班の企画班への名称および業務の一部変更、及び、全要研準備委員会の新

設により、2004年4月24日付けで第八条および第十一条の改訂を行う。

　　（４）運営委員の人数、および任務について、2005年４月付けで第八条および

第十一条の改訂を行う。
　　（５）2006年4月22日付で全要研集会準備委員会は、2005年6月に全国要約筆記問題

研究集会in東北（仙台）が終了したことに伴いその任務を終えたため、本規約の

第八条、及び第十一条第十項より削除を行った。

　　（６）2006年4月22日付で第八条（運営委員）に「庶務　１名」を追加。

（７）2007年4月21日付で第八条（運営委員）に「副代表」を追加、「庶務」を2名とする。

（８）NPO準備委員会については、NPO法人取得に係る活動について会全体で進めることにしたことに伴い、その役職は発展的に解消されたとみなし、2007年4月21日付けで抹消とする。それに伴い、第八条、第十一条第二項及び第九項の「NPO準備委員会」の削除を行った。

（９）2007年4月21日付で、会の税務処理上、謝金扱いを明文化する必要が生じたため、第十四条第二項を追加した。

（10）2007年4月21日付で、第十六条第二項の会計監査の名称と人数を、現状を鑑み“監査”とし、“1名ないし2名”に変更した。

（11）2008年4月26日付で、第八条の「庶務」の人数を“2名”から“若干名”に変更した。
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